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○南小国町鳥獣害対策に係る原材料支給要綱 

令和７年８月14日南小国町告示第27号 

南小国町鳥獣害対策に係る原材料支給要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、年々顕在化する鳥獣害に対し、個々のほ場の対策だけではなく、集落等が団

結して侵入防止柵等の設置等の鳥獣害対策に取り組むために必要となる原材料の支給について、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 集落等 自治会、常会、組及び中山間直接支払制度における集落協定等、２戸以上の農家

等の集まりをいう。 

(２) 原材料 電気柵、ワイヤーメッシュ柵、金網柵、ネット柵、電気ネット柵、トタン柵、通

電性防草シート及びその他これに類するもので、本体、設置に必要な資材、安全対策資材及び

納品に係る送料をいう。 

（申請者） 

第３条 原材料支給の申請者は、集落等の実施責任者とする。 

（条件） 

第４条 支給の対象は鳥獣害対策に取り組む集落等であって、次に掲げる条件をすべて満たす者と

する。 

(１) 集落等において、第６条に規定する申請を行う日以前の２年以内に有識者による学習会を

行っていること。 

(２) 集落等内に位置するほ場の鳥獣害被害状況等について把握できていること。 

(３) 侵入防止柵等の設置等について計画を策定していること。（原材料の支給を受ける会計年

度内に設置を完了することが確認できること。） 

(４) 設置後の侵入防止柵等については、集落等の所有物として適切な管理を行うこと。 

（支給基準） 

第５条 原材料支給の対象は、野生鳥獣の直接侵入を防ぐことを目的に侵入防止柵等を設置するも

のであって、集落等の２戸以上の農家等のほ場に受益が見込まれるものとする。 

２ 当該年度に支給することができる原材料費は、一申請につき300万円を上限とし、予算の範囲内
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において支給する。 

３ 設置に要する労務費及び機械借り上げ料等の原材料以外の費用は対象外とする。 

（申請） 

第６条 申請者は、設置を行おうとする前に鳥獣害対策に係る原材料支給申請書（様式第１号。以

下「申請書」という。）に見積書、受益者一覧表（様式第２号）及び設置場所が分かる図面等の

必要書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（支給の決定） 

第７条 町長は、前条の申請があった場合は、その内容を精査し、適当と認めるときは支給を決定

し、申請者に鳥獣害対策に係る原材料支給決定通知書（様式第３号）により通知を行うものとす

る。 

（原材料の支給） 

第８条 申請者は、前条の決定通知を受けたときは、すみやかに原材料の納入手続を行い、納品後

町による検収を受けるものとする。 

２ 町長は、申請書に基づく原材料の納入が適正と認めるときは、納入業者に代金を支払うものと

する。 

（設置の完了） 

第９条 申請者は、侵入防止柵等の設置を完了したときは、町長に鳥獣害対策に係る侵入防止柵等

設置完了届（様式第４号）を提出するものとする。 

（原材料費の返却） 

第10条 町長は、第８条の支給を受けた原材料が適正に使用されていない場合又は支給を受けた会

計年度内に設置を完了できない場合は、支給の決定を取り消すとともに、支給した原材料費の返

還を集落等に命ずるものとする。 

２ 集落等は、前項の返還命令を受けた場合は、命令を受けた日から30日以内に一括して支給され

た原材料費全額を返還するものとする。 

（その他） 

第11条 この要綱に定めるほか、必要な事項は、町長が定める。 

附 則 

この告示は、令和７年９月１日から施行する。 
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様式第１号（第６条関係） 
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様式第２号（第６条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第９条関係） 

 


